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平成２０年度

協同農業普及事業年次報告書

本報告書は、農業改良助長法(昭和23年法律第165号)第14条の規定により、平成２０年度に

おける農業に関する普及事業の助長のために定められた予算の支出額及び協同農業普及事業交

付金(以下単に｢交付金｣という｡)の交付を受けて実施された事業の結果を取りまとめ、財政法

(昭和22年法律第34号)第40条の規定による歳入歳出決算の添附書類として国会に提出する

ために作成したものである。
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第１ 平成２０年度の予算

農業改良助長法により交付金を交付される協同農業普及事業の内容は、同法第７条第１項の規定

により、次のように定められている。

一 普及指導員を置くこと。

二 普及指導員が同法第８条第２項各号に掲げる事務を行うことにより、普及指導活動を行うこ

と。

三 普及指導センターを運営すること。

四 普及指導協力委員が同法第１３条第２項の規定により活動を行うこと。

五 農業者研修教育施設において農業後継者たる農村青少年その他の農業を担うべき者に対し近

代的な農業経営の担当者として必要な農業経営又は農村生活の改善に関する科学的技術及び知

識を習得させるための研修教育を行うこと。

六 普及指導員の研修及び農業経営又は農村生活の改善を目的とする農村青少年団体の指導者の

育成を行うこと。

平成２０年度において定められた交付金の額は、3,597,308,000円であり、その都道府県別の

額は付表１のとおりである。

（参考）

（普及指導員）

第８条（略）

２ 普及指導員は、次に掲げる事務を行う。

一 試験研究機関、市町村、農業に関する団体、教育機関等と密接な連絡を保ち、専門の事項

又は普及指導活動の技術及び方法について調査研究を行うこと。

二 巡回指導、相談、農場展示、講習会の開催その他の手段により、直接農業者に接して、農

業生産方式の合理化その他農業経営の改善又は農村生活の改善に関する科学的技術及び知識

の普及指導を行うこと。

３（略）

（普及指導協力委員）

第１３条（略）

２ 普及指導協力委員は、普及指導員に協力して農業経営又は農村生活の改善に資するための活

動を行う。
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第２ 平成２０年度において実施された事業の概要

協同農業普及事業については、近年の農業及び農村を巡る情勢の著しい変化に対応し、能率的で

環境と調和のとれた農法の発達、効率的かつ安定的な農業経営の育成及び地域の特性に即した農業

の振興を図り、併せて農村生活の改善に資するため、農林水産大臣が定める協同農業普及事業の運

営に関する指針を基本として都道府県が定める協同農業普及事業の実施に関する方針に従って、次

のとおり実施した。

１ 普及指導員の設置

協同農業普及事業に従事する職員として、都道府県に普及指導員が設置されている。

なお、普及指導員の任用に当たっては、農業改良助長法第９条の規定により一定の資格が必要

とされており、資格試験に合格した者に与える方法と一定の学歴及び経験を有する者に与える方

法(無試験任用)の二つの任用方法が定められている。

（１） 普及指導員の設置

普及指導員は、その大部分が普及指導センターに所属し、試験研究機関、市町村、農業に

関する団体、教育機関等と密接な連絡を保ちつつ、専門の事項又は普及指導活動の技術及び

方法について調査研究を実施するとともに、巡回指導、相談、農場展示、講習会の開催等の

手段により、直接農業者に接して、農業生産方式の合理化その他農業経営の改善又は農村生

活の改善に関する科学的技術及び知識の普及指導を行っている。

また、一部の普及指導員は農業者研修教育施設（道府県農業大学校等）に所属し、青年農

業者その他の農業を担うべき者に対して、農業生産及び農業経営に関する高度な技術及び知

識に関する研修教育を行っている。

平成20年度末における設置数は7,720人であり、その学歴別及び年齢別構成は次表のとおり

である。

なお、普及指導員の都道府県別設置数は付表２のとおりであり、都道府県別の担当部門別

設置数は付表３のとおりである。

普及指導員の学歴別構成（平成21年3月31日現在）

短 大
区 分 大学院 大 学 新農講 高 校 計

短 大 農講等

員 数(人) 1,000 5,230 128 558 755 49 7,720

比 率(％) 13.0 67.7 1.7 7.2 9.8 0.6 100.0

注）新農講…農業改良助長法施行規則第４条第１項第２号に規定する施設（大学を除く。）
農講等…農業改良助長法施行規則第４条第１項第３号に規定する施設（短期大学を除く。）

普及指導員の年齢別構成（平成21年3月31日現在）

区 分 25歳 26～ 31～ 36～ 41～ 46～ 51～ 56～ 60歳 計
以下 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 以上

員 数(人) 9 405 805 1,314 1,748 1,414 1,026 938 61 7,720

比 率(％) 0.1 5.2 10.4 17.0 22.6 18.3 13.3 12.2 0.8 100.0



( 3 )

（２） 普及指導員の資格試験

普及指導員の資格試験は、農林水産大臣が農業改良助長法施行規則（平成17年農林水産省

令第４号）に基づき実施しているが、平成20年度における試験の実施概要は、次表のとおり

である。

普及指導員資格試験実施概要

受験者数（人） 合格者数（人） 合格率（％）

478 224 46.9

２ 普及指導員の活動

（１） 活動体制

普及指導員の活動体制については、各都道府県の農業を巡る情勢、地域の特性等に即して、

最も効率的かつ効果的な普及指導活動を実施することができるよう、各都道府県の実情に応

じた体制が整備されているが、特に普及指導活動の総体としての機能を十分に発揮させるた

め、普及指導活動に関する総合的な企画調整及び普及指導員への技術情報の伝達が円滑に行

われるよう配慮されている。

（２） 活動方法

普及指導活動方法については、地域の特性に応じて高度な農業の技術及び当該技術に関す

る知識を組み立て、それを実証する等の方法を用いて、農業の担い手の技術革新に向けた取

組を支援する活動並びに関係機関及び地域の指導者との連携の下に地域農業の技術及び経営

に関する課題の解決を支援する活動への重点化を図っている。この重点化に当たっては、青

年農業者その他の農業を担うべき者による農業の技術及び経営方法の習得、農業における女

性の能力の活用、男女共同参画社会の形成の促進等に留意しつつ、普及指導活動の課題の内

容に応じて、市町村、農業委員会、農業協同組合等が担うべき分野を明確にし、これらと適

切に役割分担して、全体として成果が得られるよう努めている。

また、計画的な普及指導活動を実施するため、地域の農業・農村の現状、農政推進上の課

題、農業者のニーズ等を踏まえ、普及指導活動の対象、課題ごとの活動計画等を示した普及

指導計画を策定し、これに基づいた活動を実施している。

（３） 活動内容

普及指導員は、

① 農業の担い手の育成及びその将来にわたる確保に向けた取組に対し支援するとの観点か

ら、「認定農業者及び組織経営体の育成及び支援｣、｢青年農業者、新規就農者及び就農希

望者の育成及び支援｣、｢女性農業者の育成及び支援｣等の課題

② 望ましい産地の育成に向けた取組に対し支援するとの観点から、｢特色ある水田農業の展

開への支援｣、「合理的な輪作体系による畑作農業の確立等への支援」、「畜産等の振興へ

の支援」等の課題
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③ 環境と調和した農業生産に向けた取組に対し支援するとの観点から、「持続性の高い農

業生産方式の導入等の取組への支援」、「農薬及び肥料の適正な使用の確保への支援」、

「家畜排せつ物等の有効利用による地力の増進等に関する取組への支援」等の課題

④ 食の安全・安心の確保に向けた取組に対し支援するとの観点から、「安全な農産物の安

定的な供給等の取組に対する支援」等の課題

⑤ 農村地域の振興に向けた取組に対し支援するとの観点から、「地域の特性に応じた農業

生産の取組への支援」、「高齢化に対応した農村生活・営農環境の改善等農村振興の取組

に対する支援」、「農山漁村における男女共同参画社会の形成に対する支援」等の課題

について、その解決に必要な取組に対し支援を行っている。

このうち、平成20年度に重点的に行った支援の内容は、次表のとおりである。

さらに、普及指導活動の充実を図るため、上記課題の解決方法等について、農業者のほ場

等における実証調査、実験研究、資料調査、実態調査等の調査研究を行った。

協同農業普及事業の基本的な課題 重点的に行った支援の内容

一 農業の担い手の育成及びその将来にわ ・水田・畑作経営所得安定対策（品目横断的経営安
たる確保に向けた取組に対する支援 定対策）等の導入に対応した担い手・集落営農の

育成と体質強化の加速

二 望ましい産地の育成に向けた取組に対 ・有用な新技術・新品種の導入、知的財産の活用等
する支援 による産地の活性化

・鳥獣被害の防止や遊休農地の活用
・輸出先のニーズ・検疫条件に適合する生産・防除

対策を通じた輸出の促進

三 環境と調和した農業生産に向けた取組 ・農地・水・環境保全向上対策の導入にも対応し、
に対する支援 IPM（総合的病害虫・雑草管理）の実践等による

化学資材の投入低減や有機農業など環境に配慮し
た農業生産の推進

四 食の安全・安心の確保に向けた取組に ・農薬飛散低減対策等のリスク管理の実践
対する支援 ・GAP手法（農業生産工程管理手法）の導入による

適切な生産工程管理の実践

３ 普及指導センターの運営

普及指導センターについては、現地での活動を本務とする普及指導員の活動拠点並びに農業者

等に対する情報提供及び相談の場としての機能が十分に果たされるよう、各都道府県の実情に合

わせつつ、組織の一体性の確保に配慮した組織整備がなされている。

さらに、普及指導センターが、普及指導員の活動により得られた知見の集約をはじめとする諸

活動を通じて、普及指導員の活動を適切に支援できるよう、その体制の整備に努めている。

平成20年度末での都道府県別の普及指導センター数は、付表２のとおりである。

平成20年度においては、普及指導センターを拠点とした普及指導活動の効果的、効率的な推進

を図るため、指導用機材及び巡回指導用車両の整備、情報の整理・提供等を行った。
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(1) 指導用機材の整備

普及指導員が普及指導活動を行う上で必要な農業に関する高度な分析・診断機材、農業者に

対する情報の提供に必要な機材等を普及指導センターに整備した。

整備を行った主要な機材は次のとおりである。

区 分 種 類

分 析 ・ 診 断 機 材 顕微鏡、電気伝導率計、葉緑素計等

情報収集・処理・提供機材 液晶プロジェクター、パーソナルコンピューター等

(2) 情報の整理・提供

普及指導活動を効率的に行い、農業経営又は農村生活の改善及び新規就農の促進に資するた

め、農業者及び農村青少年並びに技術、経営、普及指導活動等に関する有益な情報を整理・提

供した。

(3) 巡回指導用車両の整備

効率的、機動的な普及指導活動を行うため、普及指導センターに巡回指導用車両を232台整備

した。

(4) 地域農業改良普及推進協議会等の開催

普及指導活動の効果的な推進を図るため、普及指導センター又は市町村を単位として、農業

者、市町村、農業協同組合等関係機関・団体の職員及び普及指導協力委員を構成員とする地域

農業改良普及推進協議会等を開催し、普及指導活動に関するニ一ズ及び普及指導活動に対する

評価の把握、関係機関・団体との役割分担についての協議等を行った。

(5) 産休等普及指導員代替職員の設置

普及指導活動の円滑な維持推進を図るため、普及指導員の産前産後の休暇・育児休業中にそ

の普及指導活動を代替して行う者として、産休等普及指導員代替職員を131人設置した。

(6) 新規就農促進活動の実施

農業・農村への理解・関心を深め、新規就農に向けた啓発及び相談を行うため、交流会、研

修会等を開催するとともに就農相談員を167人設置した。

(7) 普及情報協力者の設置

普及指導活動の効果的、効率的な推進を図るため、普及指導活動に関する課題を収集し、又

は地域の技術及び知識の周辺農業者への情報提供等に協力する者として普及情報協力者を

6,419人設置した。

４ 普及指導協力委員の活動

専門的な技術等についての農業者からの多様なニーズに応えるため、農業又は農産物の加工若

しくは販売の事業その他農業に関連する事業について識見を有する者、例えば新技術の実践、農

村青少年の育成等地域において先導的な役割を担う農業者等を、都道府県が普及指導協力委員と

して3,747人委嘱し、積極的にその協力を得た。
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５ 農業者研修教育施設の運営

農業技術や経営方法に関する実践的な研修教育を講義、実習等とを組み合わせて行い、青年農

業者その他の農業を担うべき者の養成を行う中核的な機関として、41道府県に農業者研修教育施

設（道府県農業大学校等）が設置されている。

(1) 施設の運営

農業者研修教育施設（道府県農業大学校等）においては、長期の研修教育を行う養成課程を

置くほか、一部では養成課程の卒業者等に対し、より高度の研修教育を行う研究課程を設置した。

また、農業の担い手に対し技術・経営等の発展段階に応じて専門的かつ体系的な再教育を行う観

点から短期の研修教育を行う研修課程を設置した。

養成課程においては、専門区分及び専攻コースを設け、講義及び演習・実習により、農業の

担い手として必要な技術及び知識を計画的、体系的に習得させ、研究課程においては、専攻区

分を設け、より高度な研修教育を行い経営環境の変化に迅速に対応し得る高度な経営管理能力

を習得させた。また、研修課程においては、新規就農を志向する他産業従事者及びＵターン者

等の就農する意欲のある者をはじめ、青年農業者、中堅農業者、先進的農業者等に対し、経営

の発展段階、地域における役割、受講者のニーズ等を踏まえた体系的な研修教育等を実施した。

(2) 指導職員の研修の実施

青年農業者その他の農業を担うべき者の研修教育に当たっている農業者研修教育施設（道府

県農業大学校等）の指導職員の指導力の向上に資するため、新任職員等を対象に指導職員とし

ての知識や技術、実践的教育方法等を習得させるための研修を実施し、24人が受講した。

(3) 研修教育用機材の整備

研修教育に必要な実習用機械や分析・診断機材等を計画的に整備した。

６ 普及指導員の研修

農政上の重要課題や農業分野における技術革新及び農業者の高度かつ多様なニーズに対応し、

普及指導員としての職務及び技術指導能力、課題解決能力の向上を図るため、平成20年度には次

のような研修を実施した。

(1) 都道府県において行った研修

ア 新任者研修

新任の普及指導員に対して、普及事業の概要、普及指導方法、技術課題、各都道府県の農

政課題等に関する研修を実施するとともに、実践的な指導力を養成するため、集合研修や通

信教育、職場内研修、派遣研修等の研修を実施した。

イ 機能強化研修

普及指導員に対して、高度・先進的技術、各都道府県固有技術等の専門技術の強化のため

の研修、経営指導力の向上、農産物流通等に関する研修を実施した。
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ウ 企画・運営能力強化研修

普及指導員に対して、組織的な活動強化、職員の指導、普及指導センターと他機関との連

携強化等普及指導センターにおける普及指導活動の企画・管理上の諸課題を解決できる能力

を養うための研修を実施した。

(2) 国において行った研修

ア 新任者研修

新任の普及指導員に対して、農政の基本的な推進方向、普及事業の基本的な推進方向、普

及指導活動の手法等に関する知識及び技術を習得させるための研修を実施した。

イ 機能強化研修

普及指導員に対して、担い手の育成、環境と調和した農業生産の推進、食の安全、消費者

の信頼の確保等農政上の重要課題に対応した普及指導活動の高度化を図るための研修を実施

した。

ウ 企画・運営能力強化研修

新任の普及指導センター所長等普及指導活動拠点の長に対して、農政の推進方向と今後の

普及事業の展開方向、普及指導センターにおける組織運営、組織的な普及指導活動の推進方

法等に関する知識を習得させ、普及指導活動拠点の長としての指導能力の向上を図るための

研修を実施した。

７ 農村青少年団体の指導者の育成

農村青少年団体の優れた指導者の育成に資する観点から、農村青少年に対する研修並びに青年

農業士の認定とその育成及び活動の助長等を行った。

(1) 農村青少年に対する研修

優れた指導者の育成を図るため、農村青少年に対してその成長段階に応じ、就農意欲を喚起

し、安定的な農業経営の展開に必要な農業の技術及び経営方法等を計画的に習得させ、又は、

その集団活動を促進させるための研修等を実施した。

平成20年度において実施した研修の主なものは、次のとおりである。

ア 農業大学校の実習等体験

高等学校在校生で将来就農しようとする者を対象に、農業への理解と関心を深め、農業の

担い手としての意欲を高揚させるため、夏期休暇等を利用し、農業者研修教育施設(道府県農

業大学校等)等で農業に関する実習及び研修会等を実施した。

イ 講座制研修

就農青少年の農業経営や農家生活に関する総合的能力を養うため、段階的、体系的に研修

が受けられるパートタイム方式の研修を普及指導センターと農業者研修教育施設(道府県農業

大学校等)等との緊密な連携のもとに実施した。
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(2) 青年農業士の育成

農村青少年の研修教育等に励みと目標を与えるとともに、農業者としての意欲を喚起し、そ

の自主的活動の助長を図るため、35道府県において優れた農村青少年を｢青年農業士｣として認

定し(平成20年度末認定者数9,515人)、農村青少年団体の指導者として位置づけるとともに、併せ

て研究会の開催、青年農業士による先進地調査等を行った。


